














はじめの特性のカテゴリあるいは状態を ,A Aとし、第２番目のものについては、 ,B Bとしよう。こ
うして母集団からランダムに選ばれたある事案は４通りのタイプ、 , , ,AB AB AB A Bの１つになる。
これらのタイプに対応する確率をそれぞれ , , ,p p p p11 12 21 22とする。こうしたとき、分類が独立であれ
ば、２つの事象、（Aである）、（Bである）は独立であり、あるいは pijによって
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, ( > )x x h h 01 2+ =
と表現され、通常の不利益変更を h h0= とすると、高度の必要性にもとづく合理性が要求されるケー






























A 18 26 44
B 11 17 28
C 13 11 24






























































まず、A（賃金）と A以外（B, C, D）に分け、それぞれで肯定か否定の件数を数える。また周辺部
分の 83は 43と 40の和である。こうして表２－２はあるタイプを指定するとき、合理性判断にちが
いがあるかどうかを示すものである。関連のつよさは Q Q 1#` j、 ( )02 $| で測り、この場合は
. >Q 0 21653 0= だからある案件が Aに分類されると、それは結果として合理性否定となる傾向がい
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表 2－２
肯定 否定 Q c2|
B, C, D 43 40 83 0.21653, 1.36824
A 18 26 44
61 66 127
注）A：賃金、 >Q 0だから Aに分類された事案は合理性否定の傾向がある。
表 2－３
肯定 否定 Q c2|
A, C, D 50 49 99 0.22390, 1.10067




肯定 否定 Q c2|
A, B, D 48 55 103 -0.15044, 0.44623




肯定 否定 Q c2|
A, B, C 42 54 96 -0.34313, 2.88827
D 19 12 31
61 66 127
注）D：勤務時間その他












以下、 , ,Q 2
2| | の計算方法を示す（
2 2は| | の修正統計量である）。
いま 2 2# の分割表を以下のように書く。
ここで Aは Aの排反事象である。つまり( )A A null+ = 。
そうすると関連を測る統計量としてのQは
Q n n n n
n n n n
11 22 12 21
11 22 12 21= +
-
と定められる。この Q はもちろん、 < <Q1 1- + をみたす。niiが ( )n i jij =Y よりも比較的大きければ
( >> )n nii ij 、Qは１に近くなる。これはある事案が Aに入れば結果としてその場合の不利益変更の合理
性が否定されやすいことを意味する。




という仮説 ,H H0 1をたてたときの検定量は次のようなものになる。
( )
n n n n
n n n n n
02
1 2 1 2





: : : :
この 2| は H 0のもとで近似的に自由度１のカイ２乗分布にしたがう（Bickel-Doksum ［3, p.322］、池
田［5, p.205］、木下［6, p.190］）から、 2| の値が大きいとき、H 0をすてればよい。例えば




Type I0 0をすてる が真 のエラー=
=






| のとき、H 0をすてることになる（この場合に判定を誤まる確率は 0.05）。つまり「関連が
ない」とは言えないとする。
2| の欠点は nijが大きくなると H 0をすてやすくなる点にある。Qはこうした点には無関係である。
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肯定 否定
A n11 n12 n1 :
A n21 n22 n2 :
n 1: n 2: n




n n n n
n n n n n n 22
1 2 1 2



























以上はカテゴリ Aと A、あるいは Bと Bのように不利益変更タイプのペアを作ったが、以下はタ











点によってもうらづけられる。そこで（A, B）、（C, D）で分類すると 2 2# の分割表は表２－６のよ
うになる。










H 0：（A, B）,（C, D）で合理性判断にちがいがない。
H1：ちがいはある
とすると、統計的には帰無仮説 H 0は棄却される。ただし１％の有意水準では有意点は 6.635だから
H 0を棄却する度合いはそれほどつよくはない。
つづいて見方を少し変えて、Cを C1, C2（( )C C1 2+ = z）に分割し、




のようになっている。大内教授［13, p.31］は C1においては合理性肯定、 C2は合理性否定の傾向に














C, D 32 23 55 0.34703, 4.00430







C1, D 31 18 49 0.46745, 7.41747









































































ここで代償措置の有無に関する対象を A, B, Dのタイプに適用し、再分類する場合、代償が外側か
らあきらかに見えるものに限った。例えば A-9の第四銀行事件、B-9大曲市農業協同組合事件には



















8, 9, 10 タケダシステム事件
12, 13, 14 函館信用金庫事件





そうしてこれら , , , ( , )i 1 2A B C Di i i i = に関して合理性判断を肯定、否定に区分し、その件数をかか
げたのが表２－８である。さらに（ , , ,A B C D1 1 1 1）と（ , , ,A B C D2 2 2 2）について 2 2# の分割表を作る
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と表２－９になる。もちろん（ , , ,A B C D1 1 1 1）のケースは、「代償措置その他関連する他の労働条件の
改善状況」がともなうケースである（C1については単なる定年制の新設に関係する）。
表２－９からあきらかなようにこうした区分（ , , ,A B C D1 1 1 1），（ , , ,A B C D2 2 2 2）と合理性肯定、否
定の関連度は数量的にきわめて高いのが読みとれる。




7.879は 2| 分布の上側 0.005％点
となっている。不利益変更に代償措置、あるいはその他関連する他の労働条件の改善状況があれば、
つまりある案件が（ , , ,A B C D1 1 1 1）に含まれるとすると、そのケースの合理性判断は肯定されやすく
なる。
また、表２－９で
１）n 1312= ：（ , , ,A B C D1 1 1 1）に入るにもかかわらず合理性が否定された件数
２）n 2521= ：（ , , ,A B C D2 2 2 2）に属するのにもかかわらず合理性肯定の件数
から
（通常とは判断が逆になる件数）/（全体の件数）






A1 13 3 16
A2 5 23 28
B1 3 1 4
B2 8 16 24
C1 12 6 18
C2 1 5 6
D1 8 3 11







, , ,A B C D1 1 1 1 36 13 49 0.70891, 20.68240













次に（ ,A A1 2），（ ,B B1 2），（ ,C C1 2），（ ,D D1 2）について 2 2# の分割表を構成したのが表２－ 10で




. > .14 40560 7 879
c
2=|
7.879： 2| 分布の上側 0.005％点

















A1 13 3 16 0.90445, 14.40560





B1 3 1 4 0.71428, ―









C1 12 6 18 0.81818, ―





D1 8 3 11 0.37142, 0.34130









































（３.２） x x 11 2+ =
を言っており（右辺の１は正の定数でもよいが、この仮定は一般性を失なわない）、ある特定の事案
の相対性の大きさ、必要性の大きさをそれぞれ ,x x* *1 2とすると、( , )x x
* *
1 2 が




あれば、（３.２）の右辺の１は , >k k1 0+ に変化し、（３.２）の代わりに
（３.４） , ,x x k x x1 0 1 0 11 2 1 2# # # #+ = +
が合理性判断の境界をあたえる（図３－２，３－３）。 <x x k11 2+ + をみたす ( , )x x1 2 の領域は当然大
きくなる。
いまこの kは数量的にどの程度であろうか。これを表 A, B, C, Dの事件数から計算するには次のよ
うな仮定をおく。


















































となる。ここで ( )n C, D は、カテゴリ C, Dに入る事件数、 ( )n C, D2 はそのうち合理性否定となった
















































つまり、合理性判断をわける 45°線は定年制 C、勤務時間 D、に関するケースを
.x x 0 914521 2+ =
とすると、賃金 A、退職金 Bでは
.x x 1 102471 2+ =
となる。
以上の計算はもちろん展開可能である。
１）不利益変更のタイプを（ , ,A B C2）、（ ,C D1 ）に区分すれば上の k1、k2の部分は大きくなる。
２）合理性を区分する式を x x1 2+ ではなく、他の表現方法 ( , )f x x1 2 を選ぶことも可能である。
３）多数組合が不利益変更に拒否のケースを x x 11 2+ = とするとき、これとは反対に組合が同意であ
れば、45度線は
（３.６） , >x x k k1 01 2+ = - l l
になると言う（荒木［２］）。こうした場合の kl、あるいはその修正値の大きさを表 A, B, C, Dの事
件数から事後的に計算することができる。それには事案のうち、多数組合が就業規則変更に同意を
している件数を数えればよい。






「C定年制、Dその他」で <k k1 11 2- + ということは、「A, B」、「C, D」で変更の必要性が同程度の
とき（x 2l）、合理性肯定であるためには、対応する相当性の大きさが「A, B」、「C, D」ではそれぞ
れ、 ,x x1 1m l 以上であり、「A, B」については x x1 1-m l の大きさだけ相当性が余計に要求されるという
ことである。つまり、「A, B」では代償措置、相当性が、 x x1 1-m l だけ追加してとられることが必要
である（図３－５）。また、くり返すが、「A, B」、「C, D」の事案数をそれぞれ１に基準化したと
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Classifying Cases of Disadvantageous Changes in the 
Work Rules : Some Finite Sample Results
Yusaku KATAOKA
Abstract
The present paper is concerned with the case of formulation of new work rules or with the case of
changes of existing work rules.
As to a change of work rules where such a change is detrimental to the interests of employees, as
the judicial precedents of Supreme Court rulings show, judgements have to be made as to whether ade-
quate rationality exists, even with due consideration of the detriments to the interest of the employees,
to affirm that a particular clause (in a work rule) has judicially binding norm in the relationship between
the employer and the employee from standpoints of the necessity of the change and the rationality/rea-
sonableness of the contents of the work rule after such change.
Let many characteristics have only two categories. A case related to the disadvantageous changes of
work rules either: is or is not accompanied by presence of compensation measures: is or is not
rational/reasonable after all; etc.
We want to know whether such characteristics are linked or are independent. For instance, pres-
ence of the compensation measures and rationality/reasonableness have any relation to each other?
Let us call the possible categories or states of the first characteristic A and A and of the second B and
B. Then, a randomly selected case from the population can be one of four types , , ,AB AB AB AB. Denote
the probabilities of these types by , , ,p p p p11 12 21 22, respectively. Independent classification then means
that the events [Being an A ] and [Being a B ] are independent or in terms of the pij,
( )( )p p p p pij i i j j1 2 1 2= + + .
To study the relation between the two characteristics we take a random sample of size n 127= from
the population. The results are assembled in what is called a 2 2# contingency table such as the one
shown.
Here, the value of 2| , the goodness-of-fit statistic, is 20.6824:
( ) ( )
. .
127 36 53 13 25 61 66 49 78
20 6824
2 2





A 36 13 49
A 25 53 78
61 66 127
It follows that if we were to test
H 0 : [Being an A, accompanied by presence of compensation measures] and [Being a B, rational/reason-
able] are independent
versus
H1 : [Being an A] and [Being a B] are dependent
at the .0 05=a level, the null hypothesis H 0 would be rejected: with one degree of freedom, the critical 
2|
value is 3.841.
Keywords :  working conditions, work rules, a change to the disadvantage, contingency table, hypothe-
sis testing
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